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第１
　
はじめに
　「ビジネス法務専攻開設記念シンポジウム」において、皆様にお話をする機会をいただき、大変光栄に思います。私は、裁判官として、東京地裁知財部及び知的財産高等裁判所で、知的財産権関係の事件を数多く担当いたしまた。その後、弁護士として、多くの知的財産権事件に関与しています。その経験を踏まえて、ビジネス法務が、いかに重要であるかを示 た事例を２つの視点から紹介します。　まず、第１として、 「法務」は、企業において、どのような活動・工夫をし、どのような責任を果たしてい
るかについて、 「ブランド戦略」という観点にフォーカスして、説明したいと思います。　
次に、第２として、 「法務における判断の誤り」が、企業の存続に影響を及ぼすことがあり得ることを、実
例に即して説明します。 武蔵野大学法学研究科ビジネス法務専攻への期待
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第２
　
企業活動における法務の重要性と役割
　（ブランド保護を例として）
　
最初のテーマですが、企業が、特定のマーク、名称等（以下「ブランド」といいます。 ）を独占的に使用す
るためには、商標法、意匠法、著作権法などの法律を、詳しく調査して、自社に有利に活用する知識経験を深めることが必要不可欠となります。　
世界的な企業のブランドを例に説明するならば、
A
pple
社の「
A
P
P
L
E
」ブランドは、
23兆円の企業価値を代
表する統一ブランドです。
G
oogle
社の「
G
oogle 」ブランドは、
17兆円の企業価値を代表する統一ブランドです。
仮に、他社により、ブランドが無断使用された場合には、その被害は莫大なものになりますので、直ちに不正使用に対する差止等の請求をします。また、逆に、自社のブランドが、何らかの理由 よ 、使用を差し止められた場合、その被害は莫大なものになり すので、その点でも 最大限の注意をして他社のブランド 侵害しないように努め、また、訴訟対応 ついて綿密な準備をすることが必要となります。　
ブランドに関連する事件は、知的財産権事件の中でも、数が多いといえます。その理由は、企業にとって、
ブランドが極めて重要であると同時に、他社 まねがされやすいという点もあります。　
具体的な例で説明したいと思います。
　
日本の自動車企業は、戦後、積極的に米国市場に進出しました。価格が安く かつ高品質であることから、
販売数が劇的に伸びました。他方、日本の企業は、 「日本車は、安かろう悪かろう」という誤った印象を与えることを心配して、高級車に対しては 別のブランドで販売する戦略をとりました。
T
O
Y
O
T
A
社は、高級車
に対して、
L
E
X
U
S
ブランドの使用を開始しました。そうしますと、 「
L
E
X
IS
社」 （判例検索等で知られている
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企業）から訴訟を提起された事件が発生しました。また、
T
O
Y
O
T
A
社も、医療機械器具に関する「
SH
U
T
T
L
E
 
L
E
X
U
S 」商標を対象にして、訴訟を提起した例もあります。このように、企業が、世界規模で、ビジネスを展
開するに当たっては、訴訟は避けられず、各国それぞれの商標に対する、法的な観点からの実務知識と経験が不可欠であるということができます。このような難しい事柄に対して 的確に判断して、最良 筋道を示すのが「法務」の重要な役割の一つ あるといえます。　
このような厳しい環境の中においても、ブランドの保護は、時代とともに拡大してきました。これは、企業
法務の担当者や専門家のさまざまな工夫に対して、判例がそのような企業活動を認めた結果であるといえます。　
商標法について、簡単な説明をします。商標というと、 「文字商標」や「図形商標」が普通の発想です。実
務の工夫により、伝統的な商標とは異なる、 「立体商標」 、 「色彩商標」 、 「 きの商標」 、 「ホログラム商標」 、 「音商標」 、 「位置商標」というように、商標の活用態様、伝達媒体が拡大されてきました。これらは、企業法務の担当者や専門家が、ユーザのニーズを的確に捉え 新しいタイプの商標の保護を求め それが判例等により認められたからといえます。　
次に、意匠法について紹介します。意匠法においても、実務では、次々に新しい工夫がされています。
　
まず、全体 から部分意匠への発想の転換です。例えば 自動車につ て、全体 形について意匠権を取
ることができたとします。しかし、ライバル他社が、車体の一部を少しだけ変えた自動車を製造、販売したとすると、当然には意匠権侵害に該当するという保障はありません。　
そこで、実務上の工夫として、自動車の一部（例えば フロント部分）の形状について、部分意匠の登録を
します。そうする 、他社が、たとえ全体の形が類似していない自動車を販売した場合 っ も、自動車フロント部分さえ類似していれば 部分意匠 侵害を理由に、 自動車（完成車 販売の差止めを求められます。
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このように、企業は、知的財産権の活用に当たって、次々に、さまざまに知恵を出し、また工夫をすること
により、自社のブランドを守ろうとします。このように、企業の法務担当者は、法律を上手に活用するための努力をしております。第３
　
法務の判断が引き起こす影響の重大性
　
次に、第２のテーマとして、 「法務」における対応の誤りが、 「企業の存続」に対して、影響を及ぼした実例
として、ソーテック社の事例を説明します。　
まず、ソーテック社が関与した最初の事件である、 「
A
pple
社対ソーテック社」について説明します。パソコ
ンの形は、時代とともに変化しております。この事件は、箱型の大きい不透明ボディのパソコンが主流の時代の事案です。
A
pple
社は、 赤や青の色彩の透明樹脂ボディのパソコン （アイマック） の販売を開始し、 ベストセラー
商品になりましまた。　
その後まもなく、ソーテック社も アイマックとよく似た色彩、形状、透明樹脂ボディ パソコンの販売を
開始しました。
A
pple
社はソーテック社に対して、不正競争防止法に基づき、パソコンの販売差止めを求めて、
仮処分を申請 ました。裁判所は、ソーテック社の見解を聴くための期日を指定しましたが、ソーテック社は、 手続における反論の主張・立証をする準備を怠りまし 裁判所は、そのような状況を前提として、A
pple
社のソーテック社に対する販売差止請求を認める仮処分を発令しました。この事件は、全国紙、テレビ
でも報道され、非常に大きなニュースとなりました。全国の電器店で、ソーテック社のパソコンが撤去されて
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いる様子がテレビで放映されました。　
このような事件報道がありますと、ソーテック社に対して、 「訴訟対応ができない会社である」 、 「企業法務
が弱い会社である」などのイメージが定着 てしまいます。このようなイメージが定着しますと、例えば、特許権を持っている企業が、特許権訴訟を提起するに当たり、どの競業他社を相手に訴訟提起するかを検討する場合、企業法務が最も弱い会社であるとして、ソーテック社を選択するという状況が生まれます。　
このような観点から、カシオ社対ソーテック社の事件を説明します。
　
この事件は、２００３年（平成
15年） 、カシオ社（原告）がソーテック社（被告）に対し、 「マルチウインド
ウの表示制御装置」に関する特許権を侵害したとして、被告に対し損害賠償請求事件を提起した事件です。　
ソーテック社が、被告として適切に対応するためには、 「カシオ社の特許権は、その出願日である１９８６
年（昭和
61年）２月
15日より前の事実（
17年前の事実） 」を立証することが不可欠でした。ソーテック社は、こ
のような非常に困難な事実ですが、これを立証することに成功 勝訴することができました。 なわち、１９８６ １月、サンフランシスコで開催されたマックワールドエキスポで、アメリカの大手企業を脱サラした若者が開発した技術 ついての内容を記載したパンフレットを配付し、実演 たという証拠を提出し、カシオ社の特許権が無効とされる特許権であることを立証して、ソーテック は、特許権侵害訴訟に勝訴し した。第４
　
おわりに
　
この事例から、数多くの教訓を得ることができます。
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第１に、事件の当時、競業他社は、いずれも「マルチウインドウの表示制御装置」を実施しておりました。
したがって、マルチウインドウの特許権者であるカシオ社は、競業他社のどの企業を相手に訴訟を提起することも可能でした。しかし、カシオ社は、ソーテック社が訴訟に弱い会社であると判断して、同社一社だけを相手として、訴訟を提起 たと推測されます。　
第２に、ソーテック社の「マルチウインドウ事件」の訴訟対応は完璧でした。しかし、ソーテック社に対
ては、アップル社事件（第一事件）の対応ぶりから 法務が劣るという一般的なイメージが定着してしまいました。そのようなこともあり、ソーテック社は、被告とされてしまった結果、訴訟対策に多大の出費を重ねざるを得ず、最終的に、企業として存続することを断念する の決断をしました。　
この事例は、ビジネス法務の重要性を端的に示した実例であるといえます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以上
